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熊本県公立高等学校等学び直し支援金交付要領 

 

第１章 総則 

 

（通則） 

第１条 熊本県公立高等学校等学び直し支援金（以下「学び直し支援金」という。）

については、予算の範囲内で交付するものとし、その交付については、国が定

める高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱に定める

もののほか、この要領に定めるところによる。 

 

 （趣旨） 

第２条 学び直し支援金は、熊本県立高等学校及び熊本市立高等学校(以下「公立

高等学校」という。 )に在学する生徒等に対して学び直し支援金を交付するこ

とにより、公立高等学校における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって

教育の機会均等に寄与することを目的とする。 

 

第２章 熊本県公立高等学校等学び直し支援金 

 

（交付の対象及び交付額） 

第３条 熊本県教育委員会は、公立高等学校に在学する生徒のうち、次の各号の

全てに該当する者に対して、学び直し支援金（高等学校等就学支援金の支給に

関する法律（平成２２年法律第１８号。以下「法」という。）を予算の範囲内

で交付する。 

(１) 日本国内に住所を有する者 

(２) 法２条に規定する高等学校等（修業年限が３年未満のものを除く。）を卒業

又は修了していない者 

(３) 法第３条第２項第２号に該当する者 

(４) 平成２６年４月１日以降に法第２条に規定する高等学校等に入学した者（高

等学校等就学支援金(この条において「就学支援金」という。)に係る新制度の

対象者であった者（公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支

援金の支給に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第９０号）に

よる改正後の法第５条に規定する就学支援金の受給権者であった者又は同法

第３条第２項第３号に該当することにより就学支援金の受給資格の認定を受

けなかった者（同号に該当することを予測し、就学支援金の受給資格の認定を

申請しなかった者を含む。）をいう。）に限る。） 

(５) 法第２条に規定する高等学校等を退学したことのある者 

(６) 学び直し支援金の支給を通算して１２月（高等学校等就学支援金の支給に関

する法律施行令 (平成２２年政令第１１２号。第４項、第４条において「令」

という。 )第２条第１項第１号に規定する高等学校等定時制課程等にあっては

２４月)以上受けていない者 
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(７)学び直し支援金を受給しようとする者が、生徒が履修する科目の単位数に応

じて授業料の額を定める高等学校等(この号において「単位制高等学校等」と

いう。)に入学した者である場合は、当該単位制高等学校等の卒業に必要な単

位として当該単位制高等学校等から認定を受けた単位数、当該単位制高等学校

等における就学支援金の支給対象単位数及び学び直し支援金の支給対象単位

数の合計が７４を超えていない者 

(８) 保護者等の経済的負担を軽減する必要があると認められる者（法第３条第２

項第３号に該当しない者） 

２ 前項第３号の規定は、法第３条第２項第２号に該当しない者であって、高等

学校等就学支援金の支給に関する法律施行規則（平成２２年文部科学省令第１

３号）第７条第４項に規定する単位数の合計が７４を超える者については適用

しない。 

３ 学び直し支援金は、支給対象者がその初日において当該認定に係る県立高等

学校に在学する月について、月を単位として交付されるものとし、その額は、

一月につき、法第６条の規定に基づき交付される就学支援金に相当する額（支

給限度額を超える場合にあっては、支給限度額）とする。 

４ 支給対象高等学校等が令第４条第１項に定める高等学校等である支給対象者

であって、その保護者の収入の状況に照らして特に当該保護者等の経済的負担

を軽減する必要があるものに対して支給される学び直し支援金に係る前項の

規定の適用については、同項中「支給限度額」とあるのは、「支給限度額に加

算額を加えた額」とする。 

５ 前３項の規定において、１単位あたりの授業料を設定している場合は、定額

授業料の場合の支給限度額と同じ額とし、通算の支給上限単位数（７４単位）

及び年間の支給上限単位数（３０単位）は設定しない。 

＜学び直し支援金の支給限度額（月額）＞ 

全日制課程 定時制課程 通信制課程 

９，９００円  ２，７００円 ５２０円 

 

（交付期間） 

第４条 学び直し支援金の交付期間は、最大で１２月（令第２条第１項第１号に

規定する高等学校等定時制課程等にあっては２４月）とする。 

 

（交付の申請） 

第５条 公立高等学校に在学する生徒は、学び直し支援金の交付を受けようとす

る場合には、受給資格認定申請書（以下「認定申請書」という。）（様式１）

に保護者等（法第３条第２項第３号に定める保護者等をいう。）の個人番号カ

ードの写しその他書類（以下「個人番号カードの写し等」という。）又は課税

所得額（課税標準額）や市町村民税の調整控除額等（令和２年６月支給分まで

の受給資格認定申請においては、道府県民税所得割額と市町村民税所得割額）
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を証明する書類（以下「課税証明書等」という。）を添付して、学び直し支援

金の交付を受けようとする月の２０日までに、当該生徒が在学する県立高等学

校長（以下「学校長」という。）に提出しなければならない。 

２ 学校長は、前項の規定による認定申請書等の提出があったときは、当該認定

申請書等に基づき、交付要件等を確認した上で認定申請者一覧（様式２）を作

成し、学び直し支援金の交付を受けようとする月の末日までに認定申請書等と

ともに教育委員会に提出しなければならない。 

 

（申請に係る交付の決定等） 

第６条 熊本県教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、交付に関

する事項を審査し、交付の可否を決定するものとする。 

２ 熊本県教育委員会は、前条の規定による認定申請書等及び認定申請者一覧の

提出があったときは、生徒の学び直し支援金の受給資格を審査し、受給資格の

認定又は不認定を決定した上、当該熊本県立高等学校長及び熊本市長(以下「学

校長等」という。)に様式３により通知するものとする。 

３ 学校長等は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかにその結果を様

式４又は様式５により生徒に通知しなければならない。 

４ 熊本県教育委員会は、同条第１項の規定に基づき支給決定（予定）者一覧（様

式２４）を学校長等に通知するものとする。 

５ 学校長等は、前項の規定による通知があったときは、支給決定（予定）通知

書（様式２５）を作成し、支給対象者に通知するものとする。 

 

（収入状況の届出、支払の一時差止め） 

第７条 支給対象者（学び直し支援金の交付が停止されている者を除く。）は、

毎年度、教育委員会が定める日までに、収入状況届出書（様式１）及び個人番

号カードの写し等又は課税証明書等（以下「収入状況届出書等」という。）を

添付して、学校長に提出しなければならない。ただし、個人番号カードの写し

等が既に提出されており、個人番号の利用によって所得確認が行われている場

合は、収入状況届出書等の提出は必要としない。 

２ 前項の規定にかかわらず、支給対象者（学び直し支援金の交付が停止されて

いる者を除き、支払の一時差止め中の者を含む。）は、保護者等について変更

があった場合は、速やかに収入状況届出書等を学校長に提出しなければならな

い。 

３ 学校長等は、同条第１項及び前項の規定による収入状況届出書等の提出があ

ったときは、当該収入状況届出書等に基づき、交付要件等を確認した上で収入

状況届出者一覧（様式１０）を作成し、収入状況届出書等とともに熊本県教育

委員会に提出しなければならない。 

なお、同条第１項の個人番号の利用によって、収入状況届出書等の提出が不

要なときは、交付要件等を確認した上で収入状況届出者一覧（様式１０）のみ

作成し、熊本県教育委員会に提出しなければならない。 
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４ 熊本県教育委員会は、前項の規定による収入状況届出書等、収入状況届出者

一覧の提出があったときは、審査の上その結果を様式１１により当該学校長等

に通知するものとする。 

５ 熊本県教育委員会は、正当な理由なく同条第１項及び第２項に規定する収入

状況届出書等を提出しないときは、学び直し支援金の交付を差止めることがで

きる。 

６ 熊本県教育委員会は、前項の規定による交付の差止めを決定した場合は、様

式１２により学校長等に通知するものとする。 

７ 学校長等は、同条第４項又は前項の規定による通知があったときは、速やか

にその結果を様式１３により生徒に通知しなければならない。 

 

（収入状況の届出に係る交付の決定） 

第８条 熊本県教育委員会は、第７条第４項の規定に基づき支給決定（予定）者

一覧（様式２４）を学校長等に通知するものとする。 

２ 学校長等は、前項の規定による通知があったときは、支給決定（予定）通知

書（様式２５）を作成し、支給対象者に通知するものとする。 

３ 熊本県教育委員会は、第７条第２項及び第４項の規定に基づき変更支給決定

（予定）一覧（様式２６）を学校長等に通知するものとする。 

４ 学校長等は、前項の規定による通知があったときは、変更支給決定（予定）

通知書（様式２７）を作成し、支給対象者に通知するものとする。 

 

（交付の方法） 

第９条 学び直し支援金は、支給対象者から学び直し支援金の交付に必要な事務

手続を委任された学校の設置者が代理受領し、支給対象者の授業料に係る債務

の弁済に充てるものとする。 

 

（課税証明書等の省略） 

第１０条 第５条第１項に規定する申請並びに第７条第１項及び第２項に規定す

る届出を行うときの課税証明書等の添付は、就学支援金又は学び直し支援金の

交付手続に伴い、既に直近の課税証明書等を提出している場合は、省略するこ

とができる。 

 

（交付の停止等） 

第１１条 支給対象者（支払の一時差止め中の者を含む。）は、休学により学び

直し支援金の交付停止を希望する場合は、支給停止申出書（様式１４）を学校

長に提出しなければならない。 

２ 学校長等は、前項の規定による支給停止申出書の提出があったときは、支給

停止申出者一覧（様式１５）を作成し、支給停止申出書とともに教育委員会に

提出しなければならない。 

３ 熊本県教育委員会は、交付の停止を決定したときは、様式１６により学校長
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等に通知するものとする。 

４ 学校長等は、前項の規定による通知があったときは、様式１７により生徒に

通知しなければならない。 

 

（受給資格の消滅） 

第１２条 学校長は、退学、除籍及び転学等により支給対象者の受給資格が消滅

した場合は、資格消滅者一覧（様式６）を作成し、教育委員会に提出しなけれ

ばならない。 

２ 熊本県教育委員会は、前項の規定による資格消滅者一覧の提出があったとき

は、審査の上その結果を様式７により当該学校長等に通知するものとする。 

３ 熊本県教育委員会は、第７条第４項に規定する審査の結果、所得制限に該当

したことにより支給対象者の受給資格が消滅した場合は、様式７により当該学

校長等に通知するものとする。 

４ 学校長等は、同条第２項及び前項の規定による通知があったときは、速やか

にその結果を様式８又は様式９により生徒に通知しなければならない。 

 

（交付の再開、支払の一時差止め） 

第１３条 前条の規定により学び直し支援金の交付を停止されていた支給対象者

が、交付の再開を希望する場合、支給再開申出書（様式１８）に収入状況届出

書等を、学校長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する申出を行うとき、学び直し支援金の受給手続に伴い、既に個

人番号カードの写し等が提出されており、個人番号の利用によって所得確認が

行われている場合、又は直近の課税証明書等を提出している場合は、支給再開

申出書のみ提出すれば足りる。 

３ 学校長は、同条第１項の規定による支給再開申出書等の提出があったときは、

支給再開申出者一覧（様式１９）を作成し、支給再開申出書等とともに教育委

員会に提出しなければならない。 

４ 熊本県教育委員会は、審査の結果、所得制限に該当せず、交付の再開を決定

したときは、様式２０により学校長等に通知するものとする。 

５ 熊本県教育委員会は、正当な理由なく同条第１項に規定する支給再開申出書

及び収入状況届出書等を提出しないときは、学び直し支援金の交付を差止める

ことができる。 

６ 熊本県教育委員会は、前項の規定による交付の差止めを決定した場合は、様

式１２により学校長等に通知するものとする。 

７ 学校長等は、同条第４項の規定による通知があったときは、様式２１により

支給対象者に通知しなければならない。 

 

（支給実績の証明） 

第１４条 学び直し支援金の受給資格が消滅した者が、再び受給資格の認定の申

請をするときは、第１２条第４項の規定による通知を添付しなければならな
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い。 

２ 生徒は、第１２条第４項の規定による通知を紛失した場合は、学校長に様式

２２により受給実績証明書の発行を申請することができる。 

３ 学校長は、前項の規定による申請があったときは、支給実績証明書（様式２

３）を発行するものとする。 

 

（その他） 

第１５条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、その都度別に定める。 

２ 学び直し支援金の事務処理に係る留意事項については、高等学校等就学支援

金事務処理要領を参考にするものとする。 

 

 

附 則 

この要領は、令和２年６月８日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

ただし、適用日前から学び直し支援金の受給資格の認定を受けている者につい 

ては、第３条第１項第６号及び第７号の規定は、令和２年７月１日から適用する。 

 

 

   

 

 


